
  屋久島町地域防災計画【第１編 総則】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第３節 

防災の基本方針 

（P3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町は、四方が海に面しており、自然条件からみて台風・高潮・地震・津波等による被害を受

けやすく、さらに、口永良部島には活火山新岳があり爆発の危険性をはらんでいる。 

これらの災害防止と住民の安全を守ることは町の基本的な責務であり、防災関係機関の協力

を得て、あらゆる手段、方法を用いて万全を期さなければならない。早急かつ安全な対策の樹立

については、本町の現況に即し、総合的、長期的視野に立った防災対策の計画的推進を図る。 

「自らの身の安全は、自ら守る」が防災の基本であり、住民はその自覚を持ち、平常時より災

害に対する備えを心掛けるとともに、発災時には自らの身の安全を守るよう行動することが重

要である。また、近隣の負傷者、高齢者・障害者・児童・傷病者・外国人・乳幼児・妊産婦など

災害対応能力の弱い者（以下「災害時要援護者」という。）及び旅行者等の救助に努めるととも

に、避難所の運営の協力あるいは県・公共機関・地方公共団体等が行っている救助活動に協力す

るなど、災害支援活動に寄与することが求められる。 

 災害による被害を減らすためには、「自助・共助・公助」の連携が大切であり、このため町は

自主防災思想の普及・徹底を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町は、四方が海に面しており、自然条件からみて台風・高潮・地震・津波等による被害を受

けやすく、さらに、口永良部島には活火山新岳があり爆発の危険性をはらんでいる。 

これらの災害防止と住民の安全を守ることは町の基本的な責務であり、防災関係機関の協力

を得て、あらゆる手段、方法を用いて万全を期さなければならない。早急かつ安全な対策の樹立

については、本町の現況に即し、総合的、長期的視野に立った防災対策の計画的推進を図る。 

「自らの身の安全は、自ら守る」が防災の基本であり、住民はその自覚を持ち、平常時より災

害に対する備えを心掛けるとともに、発災時には自らの身の安全を守るよう行動することが重

要である。また、近隣の負傷者、高齢者・障害者・児童・傷病者・外国人・乳幼児・妊産婦など

災害対応能力の弱い者（以下「災害時要援護者」という。）及び旅行者等の救助に努めるととも

に、指定避難所の運営の協力あるいは県・公共機関・地方公共団体等が行っている救助活動に協

力するなど、災害支援活動に寄与することが求められる。 

 災害による被害を減らすためには、「自助・共助・公助」の連携が大切であり、このため町は

自主防災思想の普及・徹底を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 



  屋久島町地域防災計画【第２編 一般災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

（P29） 

 

第１ 避難場所及び避難所の指定等 

１ 避難場所及び避難所の指定 

町は公民館等の公共施設等を対象に風水害のおそれのない場所に、災害に対する安全

性に配慮し、その管理者の同意を得た上で、災害の危険が切迫した緊急時において安全

が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避難生活を送るための指定避難所（資料４

－１参照）について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、住民への周知徹底

を図る。 

なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

 (1) 指定緊急避難場所 

   町は、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地する

が災害に対して安全な構造を有し、想定される洪水等の水位以上の高さに避難者の受

入部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難場

所の開設を行うことが可能な管理体制を有するものを指定する。 

   なお、避難経路についても、浸水や斜面崩壊等による傷害のない安全なルートを複

数選定しておく。 

 (2) 指定避難所 

   町は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等

を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害に

よる影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指

定する。主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者

の円滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる

体制が整備されているものを指定する。 

   また、一般の避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため、介護保

険施設、障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努める。 

   なお、町は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であるこ

とに配慮するとともに、避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、

避難者の範囲と規模、運営方法、管理者への連絡体制、施設の利用方法等について、

事前に学校・教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。 

   町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知識

等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体

的に避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 

２ 避難所の整備 

  町は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、換気、照明等避難生活の環境

を良好に保つための設備の整備に努める。 

  指定避難所において救護施設、貯水槽・井戸、仮設トイレ、マット、簡易ベッド、非

常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど要配慮者にも配

慮した施設・設備の整備に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資するテレ

ビ・ラジオ等の機器の整備を図る。 

また、指定避難所において長時間の停電が発生した場合、安否情報等の情報伝達に用 

第１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定等 

１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

町は地域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、公園、公民館、学校等

の公共施設等を対象に風水害のおそれのない場所に、その管理者の同意を得た上で、災

害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避

難生活を送るための指定避難所（資料４－１参照）について、必要な数、規模の施設等を

あらかじめ指定し、住民への周知徹底を図る。 

なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

 (1) 指定緊急避難場所 

   町は、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地する

が災害に対して安全な構造を有し、想定される洪水等の水位以上の高さに避難者の受

入部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難場

所の開放を行うことが可能な管理体制を有するものを指定する。 

   なお、避難路についても、浸水や斜面崩壊等による障害のない安全なルートを複数

選定しておく。 

 (2) 指定避難所 

   町は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等

を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害に

よる影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指

定する。主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者

の円滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる

体制が整備されているものを指定する。 

   また、一般の指定避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため、必

要に応じて福祉避難所を指定するよう努める。 

   なお、町は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であ

ることに配慮するとともに、指定避難所としての機能は応急的なものであることを認

識の上、避難者の範囲と規模、運営方法、管理者への連絡体制、施設の利用方法等に

ついて、事前に学校・教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。 

   町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な

知識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が

主体的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 

２ 指定避難所の整備 

  町は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するた

めに、換気、照明等の整備に努める。 

  指定避難所において救護施設、貯水槽・井戸、仮設トイレ、マット、簡易ベッド、非

常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど要配慮者にも配

慮した施設・設備の整備に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資するテレ

ビ・ラジオ等の機器の整備を図る。 

また、指定避難所において長時間の停電が発生した場合、安否情報等の情報伝達に用 

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

 

※ほか、全ての項目にお

いて、「避難場所」を「指

定緊急避難場所」へ、「避

難所」を「指定避難所」

に修正する。 
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該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

 いる通信機器が使用できなくなる恐れがあることから、長時間対応可能な電源を確保

するため非常用発電機の整備に努める。 

特に、学校施設等においては、電気、水道等のライフラインの寸断や大規模災害による

避難所設置期間の長期化に備えて備蓄倉庫、情報通信設備、貯水槽・井戸、自家発電設備

等の防災機能の向上を図る整備についても考慮しておく。 

 

３ 避難所における備蓄等の推進 

 指定避難所又はその近傍施設を確保し、食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布 

等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めるとともに、避難所設置期間が長期化する場合 

に備えて、これら物資等の円滑な配備体制の整備に努める。 

いる通信機器が使用できなくなる恐れがあることから、長時間対応可能な電源を確保

するため非常用発電機の整備に努める。 

特に、学校施設等においては、電気、水道等のライフラインの寸断や大規模災害による

指定避難所設置期間の長期化に備えて備蓄倉庫、情報通信設備、貯水槽・井戸、自家発電

設備等の防災機能の向上を図る整備についても考慮しておく。 

 

３ 指定避難所における備蓄等の推進 

 指定避難所又はその近傍施設を確保し、食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布 

等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めるとともに、指定避難所設置期間が長期化する 

場合に備えて、これら物資等の円滑な配備体制の整備に努める。 

 

第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第２  

避難体制の整備 

（P30） 

 

２ 避難の指示・誘導体制の整備 

(1) 避難指示（緊急）等の基本方針（実施基準及び区分等）の明確化 

  （省略） 

(2) 避難指示（緊急）等の実施要領 

  （省略） 

 (3) 避難者の誘導体制の整備 

ア～エまで（省略） 

（追加） 

２ 避難の指示・誘導体制の整備 

(1) 避難指示（緊急）等の基本方針（実施基準及び区分等）の明確化 

  （省略） 

(2) 避難指示（緊急）等の実施要領 

  （省略） 

 (3) 避難者の誘導体制の整備 

ア～エまで（省略） 

   オ 町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、 

水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難 

勧告等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫 

により居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものに 

ついては、同様に具体的な避難勧告等の発令基準を策定することとする。また、 

避難勧告等の発令対象区域については、細分化しすぎるとかえって居住者等にと 

ってわかりにくい場合が多いことから、立退き避難が必要な区域を示して勧告し 

たり、屋内での安全確保措置の区域を示して勧告したりするのではなく、命を脅 

かす洪水等のおそれのある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲をあらかじ 

め具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

「平成 29 年 7 月九州北部

豪雨災害を踏まえた避難に

関する今後の取組について

（平成 29 年 12 月 8 日府政

防第 1546 号）」を踏まえた

修正 

第１章 

災害予防 

第 11 節 

救急・救助体制の整備 

（P35） 

 

第１ 救急・救助体制の整備 

１ 関係機関等による救急・救助体制の整備 

  （省略） 

（追加） 

 

第１ 救急・救助体制の整備 

１ 関係機関等による救急・救助体制の整備 

  （省略） 

２ 救助の実施体制の構築 

県及び町は、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ 

救助に必要な施設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度の積極 

的な活用により役割分担を明確化するなど、調整を行っておくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 
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該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第１章 

災害予防 

第 14 節 

医療体制の整備 

（P40） 

 

１ 医療体制の整備 

 (1)～(4)まで（省略）  

 (5) 情報連絡体制の充実 

町は、保健所及び公的医療機関・熊毛地区医師会・熊毛郡歯科医師会・鹿児島県薬

剤師会熊毛支部・日本赤十字社鹿児島支部等との相互の情報連絡体制の整備を図る。 

また、災害時に迅速かつ的確に救援・救助等を行うために、災害医療情報システム

を活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 災害医療情報システムの概要 

 

１ 医療体制の整備 

 (1)～(4)まで（省略）  

 (5) 情報連絡体制の充実 

町は、保健所及び公的医療機関・熊毛地区医師会・熊毛郡歯科医師会・鹿児島県薬

剤師会熊毛支部・日本赤十字社鹿児島支部等との相互の情報連絡体制の整備を図る。 

また、災害時に迅速かつ的確に救援・救助等を行うために、広域災害救急医療情報

システム（EMIS）を活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 広域災害救急医療情報システム（EMIS）の概要 

 

県地域防災計画に合わせ

た修正 

第１章 

災害予防 

第 15 節 

その他の災害応急対策 

事前措置体制の整備 

（P42） 

 

第４ 感染症予防、食品衛生、生活衛生対策の事前措置 

１～３まで（省略） 

４ し尿処理対策 

(1) 仮設トイレの備蓄系勝の策定 

町は、県地震等災害被害予測調査（平成 24～25 年度）等を踏まえて、必要とされ

る仮設トイレの数量及び備蓄場所等について具体的な備蓄計画の策定に努め、県へ

情報提供を行う。 

(2) 広域応援体制の整備 

（省略） 

 

 

 

 

第４ 感染症予防、食品衛生、生活衛生対策の事前措置 

１～３まで（省略） 

４ し尿処理対策 

(1) 仮設トイレの備蓄計画の策定 

町は、県地震等災害被害予測調査（平成 24～25 年度）や屋久島町災害廃棄物処

理計画、県災害廃棄物処理計画（平成 30 年 3 月）等を踏まえて、必要とされる仮

設トイレの数量及び備蓄場所等について具体的な備蓄計画の策定に努め、県へ情報

提供を行う。 

(2) 広域応援体制の整備 

（省略） 

 

誤字の修正及び県災害廃

棄物処理計画（H30.3）の

策定に伴う記述の追加 

 



  屋久島町地域防災計画【第２編 一般災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第１章 

災害予防 

第 15 節 

その他の災害応急対策 

事前措置体制の整備 

（P42） 

第４ 感染症予防、食品衛生、生活衛生対策の事前措置 

１～４まで（省略） 

（追加） 

 

第４ 感染症予防、食品衛生、生活衛生対策の事前措置 

１～４まで（省略） 

５ ごみ処理対策 

 (1) 町は、国の災害廃棄物対策指針等を踏まえ、県災害廃棄物処理計画と整合を図りな 

がら、災害廃棄物の仮置場の確保や運用指針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設 

トイレのし尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の市町村等との連 

携・協力のあり方等について、屋久島町災害廃棄物処理計画において具体的に示すも 

のとする。 

(2) 国、県及び町は、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の確立に努める。 

県災害廃棄物処理計画

（H30.3）の策定に伴う記

述の追加 

第１章 

災害予防 

第 20 節 

企業防災の推進 

（P52） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各企業において災害時に重要業務を継続する

ための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努める。また防災体制の整備・防災

訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見

直し、燃料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェ

ーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど防災活動の推進に努める。 

このため、町は、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業防災分野の進

展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援等の高度なニーズにも的

確に応えられる市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組む。 

町は、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加

を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うなど、企業の防災力向上の促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、

リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマ

ネジメントの実施に努めるものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を

継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとともに、防災体制の整

備・防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、損害保険等の加入や融資等の確保等によ

る資金の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等の重

要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続

上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメント（BCM）の取組を通じて、防災活動

の推進に努める。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など災害

応急対策等に係る業務に従事する企業等は、国、県及び町が実施する企業等との協定の締

結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

国（内閣府、経済産業省等）、県、町及び各企業の民間団体は、企業防災に資する情報

の提供等を進めるとともに、企業のトップから一般職員にいたる職員の防災意識の高揚を

図るとともに、優良企業表彰、企業の防災に係る取組の積極的評価等により、企業の防災

力向上の促進を図るものとする。また、国（内閣府、経済産業省等）、県及び町は、企業

防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援及び事業継

続マネジメント（BCM）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展

に向けた条件整備に取り組むものとする。 

町は、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加

を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うなど、企業の防災力向上の促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  屋久島町地域防災計画【第２編 一般災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第４章 

災害復旧・復興 

第 3 節 

被災者の生活確保 

（P168～P169） 

第２ 災害廃棄物等の処理（がれき処理） 

１ 処理処分方法の確立及び仮置場、最終処分地の確保 

（省略） 

２ リサイクルの徹底 

災害廃棄物処理にあたっては、適切な分別を行うことにより可能な限りリサイクルに

努める。 

３ 環境汚染の未然防止・住民、作業者の健康管理 

（省略） 

４ 災害廃棄物処理の実施 

  （省略） 

５ 建築物等からの石綿飛散・ばく露防止 

町は、建築物等の解体等による石綿の飛散・ばく露を防止するため、必要に応じ事業

者等に対し、大気汚染防止法に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言する。 

また、解体等を行わない建築物等で石綿の露出等が確認された場合にあっては、必要

に応じ建築物等の所有者又は管理者に対し、ビニールシート等による飛散防止若しくは

散水・薬剤の配布による湿潤化・固形化等の措置又は立入り禁止などの石綿の飛散・ば

く露防止対策を行うよう指導・助言する。 

 

 

 

第２ 災害廃棄物等の処理（がれき処理） 

１ 処理処分方法の確立及び仮置場、最終処分地の確保 

（省略） 

２ リサイクルの徹底 

災害廃棄物処理にあたっては、屋久島町災害廃棄物処理計画や県災害廃棄物処理計画も

踏まえ適切な分別を行うことにより可能な限りリサイクルに努める。 

３ 環境汚染の未然防止・住民、作業者の健康管理 

（省略） 

４ 災害廃棄物処理の実施 

  （省略） 

５ 建築物等からの石綿飛散・ばく露防止 

町は、屋久島町災害廃棄物処理計画や県災害廃棄物処理計画も踏まえ建築物等の解体

等による石綿の飛散・ばく露を防止するため、必要に応じ事業者等に対し、大気汚染防

止法に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言する。 

また、解体等を行わない建築物等で石綿の露出等が確認された場合にあっては、必要

に応じ建築物等の所有者又は管理者に対し、ビニールシート等による飛散防止若しくは

散水・薬剤の配布による湿潤化・固形化等の措置又は立入り禁止などの石綿の飛散・ば

く露防止対策を行うよう指導・助言する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県災害廃棄物処理計画

（H30.3）の策定に伴う記

述の追加 

 



  屋久島町地域防災計画【第３編 地震災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 
 

第１章 

地震災害予防 

第４節 

施設等の災害防止対

策の推進 

（Ｐ176） 

第１ 上水道施設の災害防止 

１ 地震に強い上水道施設・管路施設の整備の推進 

上水道施設は日常生活に不可欠なため、町は、災害に備え、機能が保持できるよう施設

整備を行っているが、引き続き以下の対策により地震災害に強い上水道施設の整備を推

進する。 

(1) 水源、管路施設等の上水道供給システムの整備・強化 

(2) 老朽水道施設、配水管、管路施設の点検及び補修の推進 

(3) 浄水場等の耐震化・停電対策の推進 

(4) 広域的なバックアップ体制の推進 

(5) 飲料水兼用耐震性貯水槽の整備の推進 

第１ 上水道施設の災害防止 

１ 地震に強い上水道施設・管路施設の整備の推進 

上水道施設は、生命の維持や日常生活に不可欠なため、町は、地震に備え、機能が保持

できるよう施設整備を行っているが、今後、施設の更新時を捉えて耐震化を推進するとと

もに、引き続き以下の対策により地震災害に強い上水道施設の整備を推進する。 

(1) 水源、管路施設等の上水道供給システムの整備・強化 

(2) 老朽水道施設、配水管、管路施設の点検及び補修の推進 

(3) 浄水場等の耐震化・停電対策の推進 

(4) 広域的なバックアップ体制の推進 

(5) 飲料水兼用耐震性貯水槽の整備の推進 

県防災計画に合わせた修

正 

 

第１章 

地震災害予防 

第１７節 

防災訓練の効果的実施 

（Ｐ182） 

地震災害に対して各防災関係機関が相互に緊密な連携を保ちながら、地震災害応急対策

を迅速かつ的確に実施できるよう、技能の向上と住民に対する防災意識の高揚を図るため、

図上又は現地で総合的かつ計画的な訓練を実施する。訓練の実施にあたっては、地震及び被

害の想定を明らかにするとともに、実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、参加者自身

の判断も求められる内容を盛り込むなど実践的なものとなるよう工夫する。また、訓練後に

は事後評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行う。 

具体的な訓練計画及び訓練内容・時期等については、第 2 編第 1章第 17節「防災訓練

の効果的実施」に準ずる。 

 なお、訓練にあたっては、次の事項の普及に努める。 

 

 避難の際の留意点 

(1) 強い揺れや周期の長い揺れを感じたら、直ちに近くの高台に避難する。 

(2) 自分の住んでいる地区の避難場所、避難経路を日頃から確認しておく。 

(3) 防波堤や護岸が津波の高さより高くても、そこに止まることは非常に危険である。 

(4) 車での避難は、渋滞に巻き込まれることがあり危険である。 

(5) 港湾付近は、津波により流失した船舶が襲ってくる危険があるため、なるべく港湾か

ら離れた高台、あるいはコンクリートビルの一番高い階へ避難する。 

 

地震災害に対して各防災関係機関が相互に緊密な連携を保ちながら、地震災害応急対策

を迅速かつ的確に実施できるよう、技能の向上と住民に対する防災意識の高揚を図るため、

図上又は現地で総合的かつ計画的な訓練を実施する。訓練の実施にあたっては、地震及び被

害の想定を明らかにするとともに、実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、参加者自身

の判断も求められる内容を盛り込むなど実践的なものとなるよう工夫する。また、訓練後に

は事後評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行う。 

具体的な訓練計画及び訓練内容・時期等については、第 2 編第 1章第 17節「防災訓練の

効果的実施」に準ずる。 

 なお、訓練にあたっては、次の事項の普及に努める。 

 

 避難の際の留意点 

(1) 強い揺れや周期の長い揺れを感じたら、直ちに近くの高台に避難する。 

(2) 自分の住んでいる地区の指定緊急避難場所、避難経路を日頃から確認しておく。 

(3) 防波堤や護岸が津波の高さより高くても、そこに止まることは非常に危険である。 

(4) 車での避難は、渋滞に巻き込まれることがあり危険である。 

(5) 港湾付近は、津波により流失した船舶が襲ってくる危険があるため、なるべく港湾か

ら離れた高台、あるいはコンクリートビルの一番高い階へ避難する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

※ほか、全ての項目におい

て、「避難場所」を「指定緊

急避難場所」に修正する。 



  屋久島町地域防災計画【第３編 地震災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 
 

第１章 

地震災害予防 

第２０節 

企業防災の推進 

（Ｐ184） 

企業は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地

域貢献・地域との共生）を十分認識し、各企業において災害時に重要業務を継続するための

事業継続計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努める。また、防災体制の整備、防災訓練の

実施、事業所の耐震化・耐浪化、予測被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃

料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保

等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど防災活動の推進に努める。 

このため町は、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業防災分野の進展に

伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援等の高度なニーズにも的確に応

えられる市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組む。 

町は、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加を

呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うなど、企業の防災力向上の促進に努める。 

企業は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、

リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマ

ネジメントの実施に努めるものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を

継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとともに、防災体制の整

備・防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、損害保険等の加入や融資等の確保等によ

る資金の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等の重

要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続

上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメント（BCM）の取組を通じて、防災活動

の推進に努める。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など災害

応急対策等に係る業務に従事する企業等は、国、県及び町が実施する企業等との協定の締

結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

国（内閣府、経済産業省等）、県、町及び各企業の民間団体は、企業防災に資する情報

の提供等を進めるとともに、企業のトップから一般職員にいたる職員の防災意識の高揚を

図るとともに、優良企業表彰、企業の防災に係る取組の積極的評価等により、企業の防災

力向上の促進を図るものとする。また、国（内閣府、経済産業省等）、県及び町は、企業

防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援及び事業継

続マネジメント（BCM）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展

に向けた条件整備に取り組むものとする。 

町は、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加

を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うなど、企業の防災力向上の促進に努める。 

Ｈ30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

 

第２章 

地震災害応急対策 

第 10 節 

広報 

（Ｐ190） 

第１ 町による広報 

１ 広報内容 

地震時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。 

また、気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結

びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく。 

(1)～(2)まで（省略） 

(3) 地震発生後、事態が落ちついた段階での広報 

町は、各種広報媒体を活用し、次の内容の広報を実施する。 

ア 二次災害危険の予想される地域住民等への警戒呼びかけ 

イ 地区別の避難所の状況（以下省略） 

（以下省略） 

第１ 町による広報 

１ 広報内容 

地震時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。 

また、気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結

びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく。 

(1)～(2)まで（省略） 

 (3) 地震発生後、事態が落ちついた段階での広報 

町は、各種広報媒体を活用し、次の内容の広報を実施する。 

ア 二次災害危険の予想される地域住民等への警戒呼びかけ 

イ 地区別の指定避難所の状況 

（以下省略） 

 

 

 

 

Ｈ30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

※ほか、全ての項目におい

て、「避難所」を「指定避難

所」に修正する。 

 



  屋久島町地域防災計画【第４編 津波災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第１章 

津波災害予防 

第 15 節 

避難体制の整備 

（Ｐ212～Ｐ213） 

第２ 避難場所及び避難所の指定等 

１ 避難場所及び避難所の指定 

町は、公園、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、地形、

災害に対する安全性等及び想定される地震の諸元に応じ、その管理者の同意を得た上で、

災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が

避難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定

し、住民への周知徹底を図る。 

なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

(1) 指定緊急避難場所 

市町村は、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地

するが災害に対して安全な構造を有し、想定される津波の水位以上の高さに避難者の

受入れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避

難場所の開設を行うことが可能な管理体制を有するものを指定するとともに、沿岸部

においては、津波避難ビルの指定や津波避難タワー等の整備に努める。 

また、指定緊急避難場所となる公園等のオープンスペースについては、津波浸水深以

上の高さを有することを基本とするとともに、やむを得ず津波による被害のおそれの

ある場所を避難場所に指定する場合は、建築物の耐浪化及び非常用発電機の設置場所

の工夫、情報通信施設の整備や必要な物資の備蓄など防災拠点化を図る。 

(2) 指定避難所 

町は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等を

受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害によ

る影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定

する。主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円

滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる体制

が整備されているもの等を指定する。 

また、一般の避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため、介護保険

施設、障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努める。 

なお、町は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であること

に配慮するとともに、避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、避難

者の範囲と規模、運営方法、管理者への連絡体制、施設の利用方法等について、事前に

学校・教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。 

 

２ 避難所の整備 

町は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、換気、照明等避難生活の環境を

良好に保つための設備の整備に努める。 

（以下省略） 

第２ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定等 

１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

町は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、公園、公民館、学校等

の公共的施設等を対象に想定される地震の諸元に応じ、その管理者の同意を得た上で、災

害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避

難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、

住民への周知徹底を図る。 

なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

(1) 指定緊急避難場所 

町は、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地する

が災害に対して安全な構造を有し、想定される津波の水位以上の高さに避難者の受入

れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難場

所の開放を行うことが可能な管理体制を有するものを指定するとともに、沿岸部にお

いては、津波避難ビルの指定や津波避難タワー等の整備に努める。 

また、指定緊急避難場所となる公園等のオープンスペースについては、津波浸水深以

上の高さを有することを基本とするとともに、やむを得ず津波による被害のおそれの

ある場所を指定緊急避難場所に指定する場合は、建築物の耐浪化及び非常用発電機の

設置場所の工夫、情報通信施設の整備や必要な物資の備蓄など防災拠点化を図る。 

(2) 指定避難所 

町は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等を

受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害によ

る影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定

する。主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円

滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる体制

が整備されているもの等を指定する。 

また、一般の指定避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため、必要

に応じて福祉避難所を指定するよう努める。 

なお、町は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場である

ことに配慮するとともに、指定避難所としての機能は応急的なものであることを認識

の上、避難者の範囲と規模、運営方法、管理者への連絡体制、施設の利用方法等につい

て、事前に学校・教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。 

 

２ 指定避難所の整備 

町は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するため

に、換気、照明等の設備の整備に努める。 

（以下省略） 

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

 

※ほか、全ての項目におい

て、「避難場所」を「指定緊

急避難場所」へ、「避難所」

を「指定避難所」に修正す

る。 



  屋久島町地域防災計画【第４編 津波災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第１章 

津波災害予防 

第 16 節 

救急・救助体制の整備 

（P214） 

 

１ 関係機関等による救急・救助体制の整備 

  （省略） 

（追加） 

 
２ 孤立化集落対策 

   （省略） 

３ 住民の救急・救助への協力 

   （省略） 

１ 関係機関等による救急・救助体制の整備 

  （省略） 

２ 救助の実施体制の構築 

県及び町は、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ 

救助に必要な施設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度の積極 

的な活用により役割分担を明確化するなど、調整を行っておくものとする。 

 
３ 孤立化集落対策 

   （省略） 

４ 住民の救急・救助への協力 

   （省略） 

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

第１章 

津波災害予防 

第 25 節 

企業防災の推進 

（Ｐ218） 

企業は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地

域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各企業において災害時に重要業務を継続するため

の事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努める。また、防災体制の整備、防災訓練の実

施、事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・

電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等

の事業継続上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組を通

じて防災活動の推進に努める。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者など災害

応急対策等に係る業務に従事する企業は、町が実施する企業との協定の締結や防災訓練の

実施等の防災施策の実施に協力するよう努める。 

このため町は、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業防災分野の進展

に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援及び事業継続マネジメント

（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展に向けた条

件整備に取り組む。 

町は、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加

を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うなど、企業の防災力向上の促進に努める。 

 

企業は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、

リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマ

ネジメントの実施に努めるものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を

継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとともに、防災体制の整

備、防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、損害保険等の加入や融資等の確保等によ

る資金の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等の重

要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続

上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメント（BCM）の取組を通じて、防災活動

の推進に努める。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など災害

応急対策等に係る業務に従事する企業等は、国、県及び町が実施する企業等との協定の締

結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

国（内閣府、経済産業省等）、県、町及び各企業の民間団体は、企業防災に資する情報

の提供等を進めるとともに、企業のトップから一般職員にいたる職員の防災意識の高揚を

図るとともに、優良企業表彰、企業の防災に係る取組の積極的評価等により、企業の防災

力向上の促進を図るものとする。また、国（内閣府、経済産業省等）、県及び町は、企業

防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援及び事業継

続マネジメント（BCM）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展

に向けた条件整備に取り組むものとする。 

町は、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加

を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うなど、企業の防災力向上の促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

 



  屋久島町地域防災計画【第５編 火山災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第１節 

防災環境 

第２ 

社会条件 

（P247） 

 

口永良部島は、人口 114 人で、このうち 65 歳以上の人口が 47 人（41％）と高齢化が進んで

いる。集落は島全体に分散しているが、人口の大部分は役場出張所のある本村に集中してお

り、前田、新村、田代、寝待、湯向といった集落に残りの世帯が分布している。 

（中略） 

島内には宿泊施設が８軒あり、88人まで収容することができる。来島者の多くは釣り

客、温泉客等で、寝待地区には湯治客が滞在している。 

口永良部島は、人口 106 人で、このうち 65 歳以上の人口が 44 人（42％）と高齢化が進んで

いる。集落は島全体に分散しているが、人口の大部分は役場出張所のある本村に集中してお

り、前田、田代、湯向といった集落に残りの世帯が分布している。 

（中略） 

島内には宿泊施設が９軒あり、113 人まで収容することができる。来島者の多くは釣り

客、温泉客等である。 

人口の修正及び新村、寝

待を削除 

 

 

宿泊施設数及び定員数等

を修正 

第１節 

防災環境 

第３ 

火山噴火災害危険 

区域予測図 

（P248～P249） 

 ３ 火山噴火災害危険区域予測図 

  新岳において規模の大きい噴火が発生した場合、想定される災害危険区域は次のとおりで 

ある。 

（P17） 

３ 火山噴火災害危険区域予測図 

  新岳において規模の大きい噴火が発生した場合、想定される災害危険区域は次のとおりで 

ある。 

（P18～P28） 

県防災計画に合わせた修

正 

第２節 

災害予防 

第１ 

火山災害に強い地域 

づくり 

（P251） 

口永良部島には、現在約 130 人余の住民が本村をはじめ 7 つの集落で生活している。島の東 

部には新岳の火山があり、北西部を除いて島の大部分が噴出岩塊による災害が予想される危険 

区域に該当し、住民が多く生活している集落は、噴火時に泥流、土石流の危険性に見舞われる 

ことが予想される。また、各集落をつなぐ町道は、噴火時に通行不能となる可能性もある。 

（以下省略） 

口永良部島には、現在約 110 人余の住民が本村をはじめ４つの集落で生活している。島の東 

部には新岳の火山があり、北西部を除いて島の大部分が噴出岩塊による災害が予想される危険 

区域に該当し、住民が多く生活している集落は、噴火時に泥流、土石流の危険性に見舞われる 

ことが予想される。また、各集落をつなぐ町道は、噴火時に通行不能となる可能性もある。 

（以下省略） 

人口及び居住地域数の修

正 

第２節 

災害予防 

第１ 

火山災害に強い地域 

づくり 

（P253） 

１ 火山災害予防計画の基本目標 

(1)から(3)まで(省略) 

(4) 噴火予知にかかわる情報伝達体制の整備 

噴火予知は、人的被害をなくすためには欠くことのできないものである。町は、火

山観測を進めている関係機関と随時連絡を取るとともに、住民等第一発見者による噴

火前兆現象の情報収集・通報及び関係機関による確認と対応等の情報ネットワークづ

くりを進める。 

１ 火山災害予防計画の基本目標 

(1)から(3)まで(省略) 

(4) 噴火予知にかかわる情報伝達体制の整備 

噴火予知は、人的被害をなくすためには欠くことのできないものである。町は、火

山観測を進めている関係機関と随時連絡を取るとともに、住民等第一発見者による火

山の異常に関する情報収集・通報及び関係機関による確認と対応等の情報ネットワー

クづくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県防災計画に合わせた修

正 



  屋久島町地域防災計画【第５編 火山災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第２節 

災害予防 

第１ 

火山災害に強い地域 

づくり 

（P254～P255） 

３ 基本的事項 

火山活動に関する情報や住民の対応等を正確かつ迅速に伝達するネットワークを整備する。

(1) （省略） 

 (2) 住民の避難誘導体制 

ア 地域住民に対する避難誘導体制の整備 

避難所・避難路をあらかじめ指定し、日頃から住民への周知徹底に努める。 

   （以下省略） 

(3)  観光客等の安全確保対策 

ア 観光客等への周知・啓発 

町は、火山防災マップをフェリーや待合所、宿泊施設等へ常置又は掲示するこ

とにより口永良部島で想定される火山現象、噴火警戒レベル、噴火した際の避難

場所、避難経路、避難手段などについて、観光客等への周知・啓発を図る。 

（以下省略）   

(4) 即時の情報伝達が困難な区域への対策 

    （省略） 

３ 基本的事項 

火山活動に関する情報や住民の対応等を正確かつ迅速に伝達するネットワークを整備する。

(1) （省略） 

 (2) 住民の避難誘導体制 

ア 地域住民に対する避難誘導体制の整備 

指定避難所・避難路をあらかじめ指定し、日頃から住民への周知徹底に努める。 

   （以下省略） 

(3)  観光客等の安全確保対策 

ア 観光客等への周知・啓発 

町は、火山防災マップをフェリーや待合所、宿泊施設等へ常置又は掲示するこ

とにより口永良部島で想定される火山現象、噴火警戒レベル、噴火した際の指定

緊急避難場所、避難経路、避難手段などについて、観光客等への周知・啓発を図

る。 

（以下省略）   

(4) 避難促進施設 

   ア 活動火山対策特別措置法第６条に基づき、口永良部島の以下の施設を避難促進施 

設として指定する。 

避難促進施設一覧 

施 設 名 住 所 

民宿 がじゅまる 屋久島町口永良部島５１３ 

民宿 山波見 屋久島町口永良部島８５ 

民宿 冨田 屋久島町口永良部島３６８ 

素泊まり民宿 夕景 屋久島町口永良部島１４５５ 

民宿 金岳 屋久島町口永良部島１４６５－３ 

民宿 番屋 屋久島町口永良部島１４６９－８ 

民宿 くちのえらぶ 屋久島町口永良部島１６９８－９２ 

民宿 恵文 屋久島町口永良部島１７３６－１２ 

民宿 あぐり 屋久島町口永良部島１７３６－９ 

イ 町は、避難促進施設の管理者等に対し、火山活動に関する情報を伝達する。 

ウ 避難促進施設の管理者等は、火山の噴火時等に施設利用者が円滑、迅速に避難する 

ための避難確保計画を作成し、町長へ報告するとともに、計画を公表する。 

エ 避難促進施設の管理者等は、避難確保計画に基づく避難訓練を実施し、避難訓練の 

結果を町長に報告するものとする。 

オ 町は避難確保計画の作成又は避難訓練の実施に関し必要な助言又は勧告等を行 

い、施設管理者等による取り組みの支援に努めるものとする。 

(5) 即時の情報伝達が困難な区域への対策 

     （省略）  

H30.6 防災基本計画の修

正に伴う修正 

 

※ほか、全ての項目におい

て、「避難場所」を「指定緊

急避難場所」へ、「避難所」

を「指定避難所」に修正す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

活火山法第６条に基づく

避難促進施設の指定及び

避難確保計画等に関する

項目を追加 

第２節 

災害予防 

第１ 

火山災害に強い地域 

づくり 

（P255） 

４ 情報収集と連絡体制 

火山に関する情報は、住民等からの噴火前兆現象に関する情報と、気象台の発表する

噴火予報・警報、火山の状況に関する解説情報に大きく区分される。 

詳細は、本章第 3 節第 2「発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保」のとおりで

あるが、ここでは次のように常日頃から施設整備の充実及び体制づくりを行っていくも

のとする。 

（以下省略） 

４ 情報収集と連絡体制 

火山に関する情報は、住民等からの火山の異常に関する情報と、気象台の発表する噴

火予報・警報、火山の状況に関する解説情報に大きく区分される。 

詳細は、本章第 3 節第 2「発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保」のとおりで

あるが、ここでは次のように常日頃から施設整備の充実及び体制づくりを行っていくも

のとする。 

（以下省略） 

 

 

 

 

県防災計画に合わせた修

正 



  屋久島町地域防災計画【第５編 火山災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第３節 

災害応急対策計画 

第１ 

災害発生直前の対応 

（Ｐ264～Ｐ265） 

１ 火山災害に関する情報の伝達 

(1) 噴火前兆現象情報の収集と通報 

ア 通報体制 

住民等が、噴火前兆現象と思われる異常を発見した場合、町及び関係機関は、次

により情報を通報する。 

（以下省略） 

   イ 異常現象の通報事項 

通報すべき噴火前兆現象と思われる異常現象は、次のとおりとする。 

なお、住民等からの通報は異常現象の内容が不明確となる場合があるが、発生場

所（発見場所）については正確な情報を把握するように努める。 

（以下省略） 

１ 火山災害に関する情報の伝達 

(1) 火山の異常に関する情報の収集と通報 

ア 通報体制 

住民等が、火山の異常と思われる異常を発見した場合、町及び関係機関は、次

により情報を通報する。 

（以下省略） 

イ 異常現象の通報事項 

通報すべき火山の異常と思われる異常現象は、次のとおりとする。 

なお、住民等からの通報は異常現象の内容が不明確となる場合があるが、発生場

所（発見場所）については正確な情報を把握するように努める。 

（以下省略） 

県防災計画に合わせた修

正 

第３節 

災害応急対策計画 

第３ 

活動体制の確立 

（P269） 

 

２ 災害対策本部の設置及び廃止 

(1)～(4) 省略 

(5) 現地調整所等の設置及び閉鎖 

本部は、口永良部島で大規模な災害が発生し現地にて特別な対策を必要とするときは、口 

永良部島現地調整所等（以下、現地調整所等）を設置することができるものとする。設置場 

所は、応急活動を安全に行える場所とする。 

本部長は、現地調整所等を設置した場合、出張所補助員に出張所職員等の活動の応援を求 

めるとともに、必要に応じて職員を派遣して本部と現地調整所等との連絡体制の強化、現地 

での応急活動を支援する。 

現地調整所等は、現地の応急対策が終了した場合や全島に避難指示が出された場合に、 

廃止する。 

 

現地調整所等の設置候補場所 

 

口永良部島出張所 

番屋ヶ峰避難所 

金ヶ岳小中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害対策本部の設置及び廃止 

(1)～(4) 省略 

(5) 現地調整所等の設置及び閉鎖 

本部は、口永良部島で大規模な災害が発生し現地にて特別な対策を必要とするときは、口 

永良部島現地調整所等（以下、現地調整所等）を設置することができるものとする。設置場 

所は、応急活動を安全に行える場所とする。 

本部長は、現地調整所等を設置した場合、出張所補助員に出張所職員等の活動の応援を求 

めるとともに、必要に応じて職員を派遣して本部と現地調整所等との連絡体制の強化、現地 

での応急活動を支援する。 

現地調整所等は、現地の応急対策が終了した場合等に廃止する。 

 

 

現地調整所等の設置候補場所 

 

口永良部島出張所 

番屋ヶ峰避難所 

金ヶ岳小中学校 
 

噴火の状況に応じ、臨機応

変に対応できるように現

地調整所の廃止に関する

記述を修正 

 

 

 

 

 

 



  屋久島町地域防災計画【第５編 火山災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

 

第３節 

災害応急対策計画 

第６ 

避難収容活動 

（P274） 

 

２ 避難者の誘導方法 

避難者の誘導は、安全かつ迅速に行うことが必要であるので、次の要領により実施するよう 

に努める。噴火の規模により島内における避難と島外への避難が考えられるが、噴火活動の変 

化に対応した適切な避難を実施する。 

（１） 島内における避難 

ア 避難者の誘導方法 

（ア) 避難者誘導にあたっての留意手順 

ａ 避難所への避難経路・避難方向をかねてより決めておき、住民及び観光客、登 

山者への周知徹底を図る。 

ｂ 避難経路を定めるにあたり、周辺の状況を検討し、噴火に伴う二次災害（がけ 

崩れ・地すべり・土石流等）の発生のおそれのある場所はできるだけ避ける。 

ｃ 避難所が比較的遠く避難に危険が伴う場合等は、避難のための集合場所、避難 

誘導責任者（分団長）を定め、できるだけ集団で避難する。 

ｄ 避難経路の危険箇所には、標識表示・なわ張等をするほか、避難誘導員（消防 

団員）を配置する。 

ｅ 誘導に際しては、できるだけロープ等の資機材を利用し安全を図る。 

ｆ 避難者は携帯品や幼児等をできるだけ背負い、行動の自由を確保するよう指導 

誘導する。 

 

２ 避難者の誘導方法 

避難者の誘導は、安全かつ迅速に行うことが必要であるので、次の要領により実施するよう 

に努める。噴火の規模により島内における避難と島外への避難が考えられるが、噴火活動の変 

化に対応した適切な避難を実施する。 

（１） 島内における避難 

ア 避難者の誘導方法 

（ア) 避難者誘導にあたっての留意手順 

ａ 避難所への避難経路・避難方向をかねてより決めておき、住民及び観光客、登 

山者への周知徹底を図る。 

ｂ 避難経路を定めるにあたり、周辺の状況を検討し、噴火に伴う二次災害（がけ 

崩れ・地すべり・土石流等）の発生のおそれのある場所はできるだけ避ける。 

ｃ 避難所が比較的遠く避難に危険が伴う場合等は、避難のための集合場所、避難 

誘導責任者（分団長）を定め、できるだけ集団で避難する。 

ｄ 避難経路の危険箇所には、標識表示・なわ張等をするほか、避難誘導員（消防 

団員）を配置する。 

ｅ 誘導に際しては、できるだけロープ等の資機材を利用し安全を図る。 

ｆ 避難者は携帯品や幼児等をできるだけ背負い、行動の自由を確保するよう指導 

誘導する。 

ｇ 避難促進施設の管理者等は、施設ごとに定めた避難確保計画に基づき施設利用 

者の、避難誘導を実施する。 

避難確保計画に基づく避

難誘導に関する項目を追

加 

第３節 

災害応急対策計画 

第 11 

被災者等への情報伝

達活動 

（Ｐ278） 

流言、飛語等による社会的混乱を防止し、民心の安定を図るとともに、被災地の住民等の

適切な判断と行動を助け、住民等の安全を確保するためには、正確な情報の速やかな公表と

伝達、広報活動が重要である。 

また、住民等から、問い合わせ、要望、意見等が数多く寄せられるため、適切な対応を行

える体制を整備する。具体的な対策については、第 2 編第 2章第 10節「広報」に準ずる。

なお、広報内容については以下による。 

(1) 噴火前兆現象（異常現象）の状況 

(2) 噴火前兆現象（異常現象）に対する気象台の見解及び噴火警報等の内容 

 

流言、飛語等による社会的混乱を防止し、民心の安定を図るとともに、被災地の住民等の

適切な判断と行動を助け、住民等の安全を確保するためには、正確な情報の速やかな公表と

伝達、広報活動が重要である。 

また、住民等から、問い合わせ、要望、意見等が数多く寄せられるため、適切な対応を行

える体制を整備する。具体的な対策については、第 2 編第 2章第 10節「広報」に準ずる。

なお、広報内容については以下による。 

(1) 火山の異常（異常現象）の状況 

(2) 火山の異常（異常現象）に対する気象台の見解及び噴火警報等の内容 

 

県防災計画に合わせた修

正 

 



現行計画  火山噴火災害危険区域予測図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－１   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正案  火山噴火災害危険区域予測図－１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  屋久島町地域防災計画【資料編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

２  

広域応援・自衛隊の災害

派遣等に関する資料 

（P7～） 

 

２－１ 鹿児島県消防相互応援協定 

 

（目的） 

第１条 この協定は，消防組織法（昭和22年法律第226号。以下「法」という。）第39条の規定に基づき，

鹿児島県（以下「県」という。）内の市町村及び消防の一部事務組合（以下「市町村等」という。）が消

防の相互応援に関し，協定することについて必要な事項を定め，県内において大規模災害等が発

生した場合に相互に応援を行い，もって被害を最小限に防止することを目的とする。 

（地域の区分及び代表消防機関等） 

第２条 この協定による相互応援を円滑に実施するため，協定を締結する市町村等の中から代表消防

機関を選任するものとする。 

２ 県内を５地域に区分し，区分した地域ごとにそれぞれ地域代表消防機関を選任するものとする。 

３ 代表消防機関及び地域代表消防機関は，それぞれ代行消防機関を選任するものとする。 

（対象とする災害） 

第３条 この協定において相互応援の対象とする「大規模災害等」とは，次に掲げる災害のうち大部隊

又は特殊な消防隊，資機材等の応援を必要とするものをいう。 

(1) 高層建築物火災，林野火災又は危険物施設火災等で大規模なもの 

(2)  大規模な地震，火山爆発又は風水害等の自然災害 

(3)  石油コンビナート指定地域災害 

(4)  航空機事故，列車事故等で大規模なもの又は特殊な救急・救助を必要とするもの 

(5)  その他前各号に掲げる災害に準ずる大規模災害 

（応援隊の登録） 

第４条 各市町村等は，応援が可能な消防隊，救急隊及び資機材等（以下「応援隊」という。）をあらか

じめ登録しておくものとする。この場合においては２以上の市町村等が合同して１の応援隊を登録す

ることができる。 

（応援要請） 

第５条 この協定に基づく応援要請（以下「応援要請」という。）は，第３条に規定する大規模災害等が発

生した市町村等の長が，他の市町村等の長に対し，次に掲げるいずれかの事態が生じたときに行う

ものとする。 

(1) 災害の発生地を管轄する市町村等の消防力では，災害の防ぎょが著しく困難であるとき。 

(2) 災害を防ぎょするため，他の市町村等が保有する消防車両，資機材等を必要とするとき。 

（応援要請の種別） 

第６条 応援要請の種別は，災害の規模等により次のとおり区分する。 

(1)  第１要請 隣接市町村等の間で現に締結されている相互応援協定では対応が困難な場合に，

第２条第２項の規定により区分された地域内の市町村等に対して行う応援要請 

(2)  第２要請  第１要請における消防力では災害防ぎょが困難な場合に，第１要請に加えて他の

地域の市町村等に対して行う応援要請 

（応援要請の方法） 

第７条 応援要請は，原則として第１要請，第２要請の順に行うものとし，応援を要請する市町村等の長

（以下「要請側市町村等の長」という。）が，第１要請については地域代表消防機関を通じて地域内の

市町村等に対し，第２要請については地域代表消防機関を通じて代表消防機関に対し行うものとす

る。ただし，要請側市町村等の長が特に必要と認める場合においては，直ちに，第２要請を行うことが

できる。 

２ 第２要請を受けた代表消防機関は，地域代表消防機関を通じて応援要請を行うものとする。 

３ 応援要請を行うときは，次に掲げる事項を明確にしなければならない。 

(1) 災害の種別，発生場所及び災害の状況 

(2)  応援隊の人員，車両，資機材の数量等 

(3)  応援隊の集結場所及び活動内容 

(4)  災害現場の最高指揮者の職及び氏名 

(5)  使用無線系統 

(6)  その他必要な事項 

４  要請側市町村等の長が応援要請を行ったときに，直ちに県及び代表消防機関に対して当該要請

に係る事項について通報するものとする。 

（応援隊の派遣） 

第８条 応援要請を受けた市町村等の長（以下「応援側市町村等の長」という。）は応援隊を派遣するも

のとする。 

２－１ 鹿児島県内消防相互応援協定 

 

（目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号。以下［法］という。）第３９条の規定に基づき、

鹿児島県（以下「県」という。）内の市町村及び消防の一部事務組合（以下「市町村等」という。）が消防

の相互応援に関し、協定することについて必要な事項を定め、県内において大規模災害等が発生し

た場合に相互に応援を行い、もって被害を最小限に防止することを目的とする。 

 （ブロック区分及び代表消防本部等） 

第２条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、協定を締結する市町村等の中から代表消防

本部を選任するものとする。 

２ 県内を５ブロックに区分し、区分したブロックごとにそれぞれ幹事消防本部を選任するものとする。 

３ 代表消防本部及び幹事消防本部は、それぞれを代行する消防本部を選任するものとする。 

 （対象とする災害） 

第３条 この協定において相互応援の対象とする「大規模災害等」とは、次に掲げる災害のうち大部隊

又は特殊な消防隊、資機材等の応援を必要とするものをいう。 

 （1）高層建築物火災、林野火災又は危険物施設火災等で大規模なもの 

 （2）大規模な地震、火山爆発又は風水害等の自然災害              

 （3）石油コンビナート指定地域災害                          

 （4）航空機事故、列車事故等で大規模なもの又は特殊な救急・救助を必要とするもの 

 （5）その他前各号に掲げる災害に準ずる大規模災害 

 （県への通報等） 

第４条 前条に規定する災害が発生した場合、応援を要請する市町村等の長（以下［要請側市町村等

の長］という。）は、県に対し、災害の状況等について通報し、この協定による応援に関して必要な指

導及び連絡調整を求めるものとする。 

 （応援隊の登録） 

第５条 各市町村等は、応援が可能な消防隊、救急隊及び資機材等（以下「応援隊」という。）をあらか

じめ登録しておくものとする。この場合においては２以上の市町村等が合同して１の応援隊を登録す

ることができるものとする。 

 （応援要請） 

第６条 この協定に基づく応援要請（以下「応援要請」という。）は、第３条に規定する大規模災害等が発

生した市町村等の長が、他の市町村等の長に対し、次に掲げるいずれかの事態が生じた場合に行う

ものとする。 

 （1）災害の発生地を管轄する市町村等の消防力では、災害の防ぎょが著しく困難であるとき。 

 （2）災害を防ぎょするため、他の市町村等が保有する消防車両、資機材等を必要とするとき。 

 （応援要請の種別） 

第７条 応援要請の種別は、災害の規模等により次のとおり区分するものとする。 

 （1）第１要請 隣接市町村等の間で現に締結されている相互応援協定では対応が困難な場合に、第

２条第２項の規定により区分されたブロック内の市町村等に対して行う応援要請 

 （2）第２要請 第１要請における消防力では災害防ぎょが困難な場合に、第１要請に加えて他のブロッ

クの市町村等に対して行う応援要請 

 （応援要請の方法） 

第８条 応援要請は、原則として第１要請、第２要請の順に行うものとし、要請側市町村等の長が、第１

要請についてはブロック内の幹事消防本部（以下「ブロック幹事消防本部」という。）を通じてブロック

内の市町村等に対し、第２要請についてはブロック幹事消防本部を通じて代表消防本部に対し行う

ものとする。ただし、要請側市町村等の長が特に必要と認める場合においては、直ちに、代表消防本

部を通じて第２要請を行うことができるものとする。 

２ 第２要請を受けた代表消防本部は、各ブロック幹事消防本部を通じて応援要請を行うものとする。   

３ 応援要請を行う場合は、次に掲げる事項を明確にしなければならないものとする。 

 （1）災害の種別、発生場所及び災害の状況 

 （2）応援隊の人員、車両、資機材の数量等 

 （3）応援隊の集結場所及び活動内容 

 （4）災害現場の最高指揮者の職及び氏名 

 （5）使用無線系統 

 （6）その他必要な事項 

４ 要請側市町村等の長が応援要請を行った場合は、直ちに県及び代表消防本部に対して当該要請 

平成 18 年 10 月 25 日付け

で締結した協定を廃止し、

新たに締結したため 
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 ２ 応援側市町村等の長は，応援隊の派遣を決定したとき，又はやむを得ない理由により要請に応ずる

ことができないときは，その旨を速やかに第１要請の場合にあっては地域代表消防機関を通じて要請

側市町村等の長に，第２要請の場合にあっては地域代表消防機関及び代表消防機関を通じて要請

側市町村等の長に通知するものとする。 

３ 応援側市町村等の長は前項の規定による通知の内容について県に通報するものとする。 

（応援の中断） 

第９条 応援側市町村等の長は，応援隊を復帰させるべき特別の事情が生じた場合においては，要請

側市町村等の長と協議の上応援を中断することができるものとする。 

（応援隊の指揮） 

第10条 応援隊は，法第47条の規定に基づき要請側市町村等の長の指揮の下に行動するものとする。 

（経費の負担） 

第11条 応援に要した費用は，次の各号に定めるところにより応援側市町村等又は要請側市町村等が

それぞれ負担するものとする。 

(1)  応援側市町村等の負担する費用 

ア  受援地において機械器具を破損した場合の修理費 

イ  応援における隊員の諸手当及び被服等の損料 

ウ  応援隊が災害出動中に自己管内の建築物等の物件を破壊した場合の補償費 

エ  消防作業に要した消耗品及び器材の消耗費用 

(2)  要請側市町村等の負担する費用 

ア  応援隊が災害活動中に要請側市町村等管轄内の建築物等の物件を破壊した場合の補償費 

イ  応援が長期間にわたるため必要となる場合の食糧の費用 

ウ  応援隊が受援地において補給した消耗品の費用 

(3)  応援側市町村等及び要請側市町村等の協議により負担する費用 

ア  応援隊が災害出動中に人畜を死亡させ，又は負傷させた場合にこれらの補償に要する経費 

イ  応援隊が災害活動中に人畜を死亡させ，又は負傷させた場合にこれらの補償に要する経費 

ウ  協定に定めのない経費 

２  応援した隊員が作業中に死亡し，負傷し，又は疾病にかかった場合の災害補償に関する事務手続

は，応援側市町村等において行うものとする。 

（協定の効力） 

第12条 この協定は，平成18年11月１日からその効力を生じる。 

（改廃） 

第13条 この協定の改廃は，この協定を締結する市町村等（以下「協定市町村等」という。）の長の協議

により行うものとする。 

（委任） 

第14条 この協定の実施に関し必要な事項は，協定市町村等の消防長及び消防本部を置かない村に

あってはその長から委任を受けた者が協議して定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため，本協定書60通を作成し，協定市町村等の長が記名押印のうえ各自１

通を所持するものとする。 

 

平成18年10月25日 

記名押印〔略〕 

 

に係る事項について通報するものとする。 

（応援隊の派遣） 

第９条 応援要請を受けた市町村等の長（以下「応援側市町村等の長」という。）は応援隊を派遣するも

のとする。 

２ 応援側市町村等の長は、応援隊の派遣を決定した場合又はやむを得ない理由により要請に応ずる

ことができない場合は、その旨を速やかに第１要講の場合にあっては、ブロック幹事消防本部を通じ

て要請側市町村等の長に、第２要請の場合にあっては、ブロック幹事消防本部及び代表消防本部を

通じて要請側市町村等の長に通知するものとする。 

３ 応援側市町村等の長は前項の規定による通知の内容について県に通報するものとする。 

４ 代表消防本部、ブロック幹事消防本部並びにそれぞれを代行する消防本部（以下「代表消防本部

等」という。）の属する応援側市町村等の長は、要請側市町村等の長と連絡が取れない場合におい

て、その事態に照らし特に緊急を要し、前条に規定する応援要請を待ついとまがないと認められると

きは、先行調査のため必要な消防隊（以下「先遣隊」という。）を派遣することができるものとする。 

５ 前項の規定により、先遣隊の派遣を決定した応援惻市町村等の長は、その旨を速やかに代表消防

本部等を通じて県に通報するものとする。 

 （応援の中断） 

第１０条 応援側市町村等の長は、応援隊を復帰させるべき特別の事情が生じた場合においては、要

請側市町村等の長と協議のうえ、応援を中断することができるものとする。 

２ 先遣隊を派遣した応援側市町村等の都合により先遣隊を復帰させるべき事態が生じた場合において

は、応援側市町村等の長は、その旨を速やかに代表消防本部等を通じて県に通報するものとする。 

 （応援隊の指揮） 

第１１条 応援隊は、法第４７条の規定に基づき要請側市町村等の長の指揮の下に行動するものとする。 

 （経費の負担） 

第１２条 応援に要した費用は、次の各号に定めるところにより応援側市町村等又は要請側市町村等が

それぞれ負担するものとする。 

 （1）応援側市町村等の負担する費用 

  ア 受援地において機械器具を破損した場合の修理費 

  イ 応援における隊員の諸手当及び被服等の損料 

  ウ 応援隊が災害出動中に自己管内の建築物等の物件を破壊した場合の補償費 

  エ 消防作業に要した消耗品及び器材の消耗費用 

 （2）要請側市町村等の負担する費用 

ア 応援隊が災害活動中に要請側市町村等管轄内の建築物等の物件を破壊した場合の補償費 

  イ 応援が長期間にわたるため必要となる場合の食糧の費用 

  ウ 応援隊が受援地において補給した消耗品の費用 

(3) 応援側市町村等及び要請側市町村等の協議により負担する費用 

  ア 応援隊が災害出動中に人畜を死亡させ、又は負傷させた場合にこれらの補償に要する経費 

  イ 応援隊が災害活動中に人畜を死亡させ。又は負傷させた場合にこれらの補償に要する経費 

  ウ 協定に定めのない経費 

２ 応援した隊員が作業中に死亡し、負傷し、又は疾病にかかった場合の災害補償に関する事務手続

は、応援側市町村等において行うものとする。 

  (航空消防応援) 

第１３条 この協定の規定にかかわらず、航空消防の応援については、別に定める鹿児島県消防・防災

ヘリコプター運航管理要綱及び鹿児島県消防・防災ヘリコプター応援協定によるものとする。 

  (協定の効力) 

第１４条 この協定は、平成３０年１２月２０日からその効力を生じるものとする。 

  (改廃) 

第１５条 この協定の改廃は、この協定を締結する市町村等(以下｢協定市町村等｣という。)の長の協議

により行うものとする。 

  (委任) 

第１６条 この協定の実施に関し必要な事項は、協定市町村等の消防長及び消防本部を置かない村に

あってはその長から委任を受けた者が協議して定めるものとする。 

この協定の成立を証するため、本協定書５２通を作成し、協定市町村等の長が記名押印のうえ、各自

１通を所持するものとする。 

  平成 30年 12月 20 日  記名押印〔略〕 
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 （追加） 

 

２－７ 屋久島町と西日本電信電話(株)との特設公衆電話の設置・利用に関する協定 

 

鹿児島県屋久島町（以下「甲」という。）と西日本電信電話株式会社鹿児島支店（以下「乙」という。） 

は、大規模災害等が発生した際に乙の提供する特設公衆電話の設置及び利用・管理等に関し、次のと 

おり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 本協定書は、災害の発生時において、甲乙協力の下、特設公衆電話を設置し、被災者等の通

信の確保を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 本協定書に規定する「災害の発生」とは、災害発生時または、災害が発生するおそれがあり甲

において避難所開設を行う必要がある場合、または同様の事象の発生により社会の混乱が発生し

ていることをいう。 

   ２  本協定書に規定する「特設公衆電話」とは、甲乙協議のうえ定めた設置場所に電気通信回線

及び電話機接続端子を設置し、災害の発生時に電話機を接続することで被災者又は帰宅困難者

等へ通信の提供を可能とするものをいう。 

（通信機器の管理） 

第３条 甲は、本協定書に基づき、災害発生時に即座に利用が可能な状態となるよう電話機を適切な

場所に保管の上、管理することとする。 

（通信設備の管理及び破損） 

第４条 甲は、特設公衆電話の配備に必要な設備（電話機、端子盤、配管、引込柱等）を設置し、乙が

設置する屋内配線（モジュラージャックを含む。以下同じ。）や保安器、引込線とともに、災害発生

時に即座に利用が可能な状態となるよう維持に努めることとする。 

   ２  乙が設置する屋内配線や保安器、引込線の設備が甲の故意または重過失により破損した場

合は、甲は乙に速やかに書面をもって報告することとする。なお、乙に対する修復に係る費用の支

払については、原則、甲が負担するものとする。 

（設置） 

第５条 特設公衆電話の設置に係る電気通信回線数については、甲乙協議の上、乙が決定することと

し、設置場所等の必要な情報は甲乙互いに保管するものとする。 

     なお、保管にあたっては、甲乙互いに情報管理責任者を任命し、その氏名を別紙１に定める様

式をもって相互に通知することとする。 

（移転、廃止等） 

第６条 甲は、特設公衆電話の設置された場所の閉鎖、移転等の発生が明らかになった場合は速やか

にその旨を乙に書面をもって報告しなければならない。 

      また、新たな設置場所を設ける場合は、甲は乙に対し報告することとする。 

（定期試験の実施） 

第７条 甲及び乙は、年に１回を目安として、災害発生時に特設公衆電話が速やかに設置できるよう、

別紙２に定める接続試験を実施することとする。 

（故障発見時の扱い） 

第８条 甲及び乙は､特設公衆電話を設置する電気通信回線について何らかの異常を発見した場合 

   は、速やかに相互に確認しあい、故障回復に向け協力するものとする。 

（開設） 

第９条 特設公衆電話の利用の開始については甲乙協議のうえ乙が決定するものとし、甲は特設公衆

電話を速やかに設置し、被災者もしくは帰宅困難者等の通信確保に努めるものとする。ただし、設

置場所の存在する地域において大規模災害が発生した場合など、甲と乙連絡が取れない場合

は、甲の判断により、利用を開始することができるものとする。 

（利用） 

第 10条 甲は、特設公衆電話を開設した場合、利用者の適切な利用が行われるよう、可能な限り利用

者の誘導に努めるものとする。 

（利用の終了）                                    

第 11 条 特設公衆電話の利用の終了については甲乙協議のうえ乙が決定するものとし、甲は特設公

衆電話を速やかに撤去するものとする。ただし、乙が利用終了を通知する前に避難所を閉鎖した

場合においては、甲は速やかに特設公衆電話を撤去し、乙に対し撤去した施設場所の連絡を行う

こととする。 

（目的外利用の禁止） 

第 12 条 甲は、第７条に規定する定期試験及び第９条に規定する開設した場合を除き、特設公衆電 
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  話の利用を禁止するものとする。 

   ２  乙は特設公衆電話の利用状況について、定期的に検査することとする。 

３  甲は、乙より目的外利用の実績の報告があった場合は、速やかに当該利用が発生しないよう

措置を講じ、その旨を乙に報告するものとし、甲の目的外利用により発生した利用料は、甲が負

担するものとする。 

   ４  前項の措置にかかわらず、甲の目的外利用が継続する場合は、抜本的な措置を甲乙協議の

うえ講ずるものとする。この場合において、特設公衆電話の撤去を行うこととなった場合の撤去に

関する工事費用等は、甲が負担するものとする。 

（協議事項） 

第 13 条 本協定書に定めのない事項又は本協定書の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙誠意をもって 

     協議のうえ定めるものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有する。 

 

 平成 28年６月 21日 

記名押印〔略〕 

 

 （追加） ２－８ 屋久島町と屋久島警察署との警察署使用不能時における施設提供に関する協定 

 
 屋久島町（以下「甲」という。）と屋久島警察署（以下「乙」という。）は、屋久島において

大規模な災害等が発生し、乙の庁舎が損壊等により使用不能となった場合（以下「警察署使用

不能時」という。）に、甲の管理する施設の一部を乙の仮庁舎として使用すること（以下「施設

提供」という。）について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、警察署使用不能時において、警察機能の持続及び回復を図るため、施設

提供について必要な事項を定めるものとする。 

（施設提供の要請） 

第２条 乙は、警察署使用不能時に、施設提供を求める必要が生じたときは、甲に対し、要請

日時、使用目的、使用期間の見込み等の必要事項を記載した書面により要請するものとす

る。ただし、緊急を要するときは、電話等により要請し、事後速やかに書面を提出するもの

とする。 

（施設提供の協力） 

第３条 甲は、前条の規定により要請を受けたときは、可能な範囲において施設提供について

積極的に協力するものとする。 

 ２ 施設提供の対象となる甲の施設は、次のとおりとする。 

  （1）屋久島町役場尾之問支所（熊毛郡屋久島町尾之間 157 番地） 

  （2）屋久島町役場安房支所（熊毛郡屋久島町安房 187 番地 1） 

  （3）その他甲及び乙の協議により指定する施設 

（施設の適切な管理） 

第４条 乙は、甲の施設の一部を仮庁舎として使用するに当たっては、乙の責任において当該

施設の一部を適切に管理するものとする。 

（費用負担） 

第５条 甲の施設の一部を乙の仮庁舎として使用する間における光熱水費その他の施設の使用

上必要な経費の負担は、甲乙両者が協議の上決定するものとする。 

（使用期間） 

第６条 甲の施設の一部を乙の仮庁舎として使用できる期間については、甲乙協議の上決定す

るものとする。 

（施設の明け渡し） 

第７条 乙は、甲の施設の一部の使用を終了したときは、当該施設の一部を原状に回復し、甲

の確認を受けた後、明け渡すものとする。 

（損害賠償) 

第８条 乙の使用に伴う甲の施設、備品等の損壊、滅失等については、乙の責任において速や

かに原状回復又は損害賠償するものとする。 
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  （協議) 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、その

都度、甲乙両者が協議の上決定するものとする。 

（連絡担当者) 

第 10 条 甲及び乙の連絡担当者は、甲にあっては総務課長、乙にあっては警備課長とし、相互

に連携を図るものとする。 

（有効期間) 

第 11 条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもってこの

協定の終了を通知しない限り、その効力を失わないものとする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者が署名、押印の上、各自その１

通を所持する。 

 

  平成 28 年８月５日 

記名押印〔略〕 

 

 

 （追加） ２－９ 屋久島町と鹿児島県ＬＰガス協会熊毛支部との応急生活物資（ＬＰガス等）の供給に関する協定 

 

屋久島町（以下「甲」という。）と鹿児島県ＬＰガス協会熊毛支部（以下「乙」という。）とは、災害時に必

要な応急生活物資（ＬＰガス等）（以下「ＬＰガス等」という。）の調達及び運搬に関し、次のとおり協定を

締結する。 

 

 （要請） 

第１条 甲は、次に掲げる場合において、ＬＰガス等を調達する必要があると認められるときには、乙に

対し、その調達が可能なＬＰガス等の供給を要請することができる。 

 （１） 屋久島町内に災害が発生し、又は発生するおそれがあり避難所又は仮設住宅の設置を決定し

た場合。 

 （要請の方法） 

第２条 第１条の要請は､災害時協力支援要請書（別紙１）をもっておこなうものとする。 

 ただし、緊急を要する場合は電話又はその他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を送付す

るものとする。 

 （要請に基づく乙の措置） 

第３条 第１条の要請に基づき、乙はその要請事項を実施するための措置をとるとともに、その措置の状

況を措置状況報告書（別紙２）により甲に提出するものとする。 

 （ＬＰガス等の指定） 

第４条 この協定の対象となるＬＰガス等は、ＬＰガス、容器（ＬＰガスを供給するための配管等を含む。）

及び燃焼器具等とし、これらの設置工事を含むものとする。 

 （ＬＰガス等の運搬、引渡し）                         

第５条 ＬＰガス等の引渡し場所及び運搬については、甲乙協議のうえ決定する。甲は引渡し場所に職

員を派遣し、ＬＰガス等を確認のうえ引き取るものとする。 

 （費用負担） 

第６条 乙が供給したＬＰガス等の費用負担は、以下のとおりとする。 

 （１） 臨時の避難所への供給に係る経費は、乙が負担する。 

 （２） 仮設住宅が建設され、入居が開始された後の経費は、入居者負担とする。 

 （３） （２）に関わる設備費（工事費）に関しては、甲が負担する。 

(担当者等の報告) 

第７条 甲と乙は、担当者連絡先報告書(別紙３)により、この協定に係る担当者及び連絡先を協定締結

後速やかに相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告するものとする。 

 (車輛の通行) 

第８条 甲は、乙がＬＰガス等を運搬する際には、車輛を緊急又は優先車輛として通行できるよう支援す

るものとする。 

(協議) 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じた事項については、その都度甲

乙協議して定める。 

記載漏れのため追加 
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  (効力) 

第 10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の日の１月

前までに、双方いずれからも文書による終了の意恩表示がないときは、当該有効期間満了の日の翌

日から起算して１年延長するものとし、以後もまた同様とする。 

 

 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 平成 21 年３月 25日 

記名押印〔略〕 

 

 ２－７ 鹿児島県及び県内市町村間の災害時相互応援協定 ２－１０ 鹿児島県及び県内市町村間の災害時相互応援協定 枝番の修正 

 （追加） 

 

２－１１ 屋久島町と熊本県菊陽町との災害時の相互応援に関する協定 

 

鹿児島県屋久島町及び熊本県菊陽町（以下「両町」という。）は、平成２７年口永良部島新岳噴火及

び平成２８年熊本地震における災害対応の経験を踏まえ、また、姉妹都市としてのこれまで育んできた

絆をより深めるため、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」という。）第８条第２項第１２

号の規定に基づき、災害時の相互援助活動に関し次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、両町の区域において法第２条第１号に規定する災害（以下「災害」という。）が発生

した場合における相互の援助活動（以下「応援」という。）について必要な事項を定めることにより、災

害応急対策及び復旧対策が円滑に実施されることを目的とする。 

（応援の内容） 

第２条 応援の内容は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 応援措置等を行うに当たって必要となる情報の収集及び提供 

(2) 食糧、飲料水及び生活必需物資の提供並びにその供給に必要な資機材の提供 

(3) 被災者の救助、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

(4) 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項 

（応援要請の手続） 

第３条 応援を要請しようとする町（以下「応援要請町」という。）は、前条各号のうち必要な事項を明らか

にし、第６条に定める連絡担当部局を通じて、電話、電子メール等により応援を要請し、後日、速やか

に別紙１を送付するものとする。 

（応援の実施） 

第４条 応援を要請された町（以下「応援町」という。）は、可能な範囲においてこれに応じ、応援活動に

努めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、両町の区域内において、地震等の大規模な災害が発生したことが明らか

な場合は、応援要請を待たず自主的に応援出動をすることができるものとする。この場合には、前条

の要請があったものとみなす。 

（経費の負担） 

第５条 応援に要した経費は、原則として応援要請町の負担とする。ただし、別に協議するところにより、

応援要請町又は応援町の負担額を決めることができる。 

（連絡担当部局） 

第６条 両町は、あらかじめ相互応援協定のための連絡担当部局を別紙２のとおり定め、災害が発生し

たときは、相互に速やかに情報を交換するものとする。 

（その他） 

第７条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、両町が協議して定めるものと

する。 

（適用） 

第８条 この協定は、平成２９年（２０１７年）１１月１１日から適用する。 

この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、締結両町長記名押印の上、各１通を保有

する。 

平成 29 年（２０１７年）11月 11日 

記名押印〔略〕 

記載漏れのため追加 

 ２－８ 自衛隊災害派遣（撤収）要請 ２－１２ 自衛隊災害派遣（撤収）要請 

 

枝番の修正 

 



  屋久島町地域防災計画【資料編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

３ 

危険箇所等に関する

資料 

（P34） 

３－９ 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等（平成２４年１月１日現在） 

（中略） 

（土石流:1～9:平成23年12月26日指定、10～128:平成27年3月24日指定） 

番 

号 
区域名 箇所番号 枝番 Ｒ 大字 字 

面積

（㎡） 

Ｒ面積

（㎡） 

1 土・古城屋敷 dok503－045  ○ 宮之浦 古城屋敷 25,809 736 

（以下省略） 
 

３－９ 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等（平成３１年３月１２日現在） 

（中略） 

（土石流:1～9:平成23年12月26日指定、10～128:平成27年3月24日指定、129～130:平成31年３

月12日指定） 

番 

号 
区域名 箇所番号 枝番 Ｒ 大字 字 

面積

（㎡） 

Ｒ面積

（㎡） 

1 土・古城屋敷 dok503－045  ○ 宮之浦 古城屋敷 25,809 736 

（中略） 

129 土・金ヶ迫1 dok503－0063  ○ 口永良部島 金ヶ迫 13,311 11,569 

130 土・中牧1 dok503‐1020  ○ 口永良部島 中牧 16,088 1,889 
 

土砂災害警戒区域の追加

指定に伴う修正 

４ 

避難に関する資料 

４－１ 

指定避難所一覧 

（P48） 

 

地区名 施設名 所在地 施設等の状況 電話番号 
収容人数 

（人） 

（中略） 

宮之浦 

宮之浦公民館 宮之浦177-4 500㎡鉄筋 42-0071 250 

宮之浦児童館 宮之浦1260-22 240㎡鉄筋 － 120 

宮浦小学校 宮之浦2437-1 3,289㎡鉄筋 42-0017 1,645 

宮之浦体育館 宮之浦2482-5 1,342㎡鉄筋 42-2089 671 

屋久島離島開発総合センター 宮之浦1593 2,482㎡鉄筋 － 1,241 

（中略） 

尾之間 
尾之間自然休養村管理センター 尾之間284 429㎡鉄筋 47-2134 215 

尾之間中央公民館 尾之間80 1,005㎡鉄筋 47-2111 503 

（以下省略） 

 

地区名 施設名 所在地 施設等の状況 電話番号 
収容人数 

（人） 

（中略） 

宮之浦 

宮之浦公民館 宮之浦177-4 500㎡鉄筋 42-0071 250 

宮之浦児童館 宮之浦1260-22 240㎡鉄筋 － 120 

宮浦小学校 宮之浦2437-1 3,289㎡鉄筋 42-0017 1,645 

宮之浦体育館 宮之浦2482-5 1,342㎡鉄筋 42-2089 671 

（中略） 

尾之間 尾之間自然休養村管理センター 尾之間284 429㎡鉄筋 47-2134 215 

（以下省略） 

『屋久島離島開発総合セン

ター』及び『尾之間中央公

民館』は、耐震基準を満た

していないため指定避難

所から削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


